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(57)【要約】
【課題】タイヤ本体の側面に突設される突起が受ける飛
行風圧の作用で着地前の車輪を予め回転させる際に回転
速度が過剰にならないようにする機能を簡易な構造で達
成することができる航空機用タイヤを提供する。
【解決手段】飛行風圧を受ける突起５は、タイヤ本体４
の側面上に立設される一対の脚部１１，１２と、タイヤ
本体４の幅方向中心線Ｓを基準として一対の脚部１１，
１２の水平方向位置よりも外側に重心Ｇが位置するよう
に一対の脚部１１，１２によって支持される錘部１３と
、当該突起５の一端から他端部に亘って延びる空洞部１
４とを有してなり、車輪１の回転運動に伴い錘部１３に
作用する遠心力によって一対の脚部１１，１２をタイヤ
本体４の中心から外周側に向かう方向に倒れさせて空洞
部１４を狭めることで受圧面１０の面積を減じるように
する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　航空機の車輪の外周部分を構成するタイヤ本体と、一端側に飛行風圧を受ける受圧面を
有し前記タイヤ本体の円周方向に沿って他端側に進むに従って先細る流線形状で前記タイ
ヤ本体の側面に突設される突起とを備え、前記受圧面が受ける飛行風圧の作用により、着
地前の前記車輪を、着地滑走時に前記車輪が回転する方向と同一方向に予め回転させるよ
うにした航空機用タイヤにおいて、
　前記突起は、前記タイヤ本体の径方向に間隔を有し前記タイヤ本体の円周方向に延びる
ように前記タイヤ本体の側面上に立設される一対の脚部と、前記タイヤ本体の幅方向中心
線を基準として前記一対の脚部の水平方向位置よりも外側に重心が位置するように前記一
対の脚部によって支持される錘部と、前記タイヤ本体と前記一対の脚部と前記錘部によっ
て区画形成され、当該突起の一端から他端部に亘って延びる空洞部とを有し、前記一対の
脚部のそれぞれの一端面と前記錘部の一端面と前記空洞部の内面とによって前記受圧面を
構成し、
　前記車輪の回転運動に伴い前記錘部に作用する遠心力によって前記一対の脚部を前記タ
イヤ本体の中心から外周側に向かう方向に倒れさせて前記空洞部を狭めることで前記受圧
面の面積を減じるようにしたことを特徴とする航空機用タイヤ。
【請求項２】
　前記突起の突出方向における前記錘部の肉厚を、前記タイヤ本体の径方向における各脚
部の厚みよりも厚くすることを特徴とする請求項１に記載の航空機用タイヤ。
【請求項３】
　前記突起に、前記空洞部と外部とを連通するように水抜き孔を設けることを特徴とする
請求項１または２に記載の航空機用タイヤ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、飛行風圧を受けて回転するようにした航空機用タイヤに関し、特に、調速機
能を備えた航空機用タイヤに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば超大型旅客機であるエアバスＡ３８０では、重量が５６０トンにもなり、その巨
体を前脚２本、主脚２０本の合計２２本のタイヤで支えなければならない。このような航
空機で使用されるタイヤは、その内圧が乗用車用タイヤの６倍以上であり、タイヤ自体の
材質や表面構造の改良を加えるなどの手段が講じられている。
【０００３】
　ところで、航空機の着陸工程において、着地前の時点では航空機の車輪は停止している
ため、車輪の回転速度が、着地時の飛行速度（例えば２５０ｋｍ／ｈ程度）に見合う回転
速度と同一になるまでは、滑走路とタイヤとの間に大きな加圧摩擦が発生し、タイヤは相
当の高温に加熱された状態で滑走路に接地するため、タイヤゴムの焦げ付き跡が滑走路に
残るほどタイヤが摩耗するという問題点があった。
【０００４】
　このような問題点を解決し得るものとして、図４（ａ）に示されるように、タイヤ本体
１００における外周寄りの側面に、タイヤ本体１００の上部側で機体の前方側を流線形に
して風の抵抗を小さくし、後方は凹面形にして風の抵抗を大きくした風車の羽根１０１を
多数同じ向きに取り付け、羽根１０１が受ける飛行風圧の作用により、着地前の航空機の
車輪を、着地滑走時の車輪の回転方向と同一方向に予め回転させて、航空機の着陸時にお
ける滑走路とタイヤとの間の加圧摩擦を大幅に低減することにより、着陸時のタイヤゴム
の摩耗を抑えるようにしたものが提案されている（特許文献１参照）。
【０００５】
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　特許文献１に記載のものにおいて、羽根は、図４（ａ）～（ｃ）に示されるように、後
方を凹面形とするために端部を窪ませて形成される窪み部１０２を有し、窪み部１０２の
内面と、窪み部１０２の両側方部分１０３，１０４の端面と、窪み部１０２の上方部分１
０５の端面とによって飛行風圧を受ける受圧面１０６を形成している。
【０００６】
　ところで、羽根１０１において、その端部には窪み部１０２が設けられているもののそ
の他の部分は中実であることから、窪み部１０２の両側方部分１０３，１０４はタイヤ本
体１００の中心から外周側に向かう方向に倒れ難い構造となっている。また、窪み部１０
２の上方部分１０５の重心Ｇは、両側方部分１０３，１０４の間に位置されている。すな
わち、タイヤ本体１００の幅方向中心線Ｓと窪み部１０２の上方部分１０５の重心Ｇとの
水平方向距離をＸＧとし、幅方向中心線Ｓと窪み部１０２の側方部分１０３の突出高さ方
向先端との水平方向距離をＸ１とし、幅方向中心線Ｓと窪み部１０２の側方部分１０４の
突出高さ方向先端との水平方向距離をＸ２とすると、Ｘ２＞ＸＧ＞Ｘ１となっており、車
輪の回転運動に伴い窪み部１０２の上方部分１０５に作用する遠心力によってタイヤ本体
１００の中心から外周側に向かう方向に両側方部分１０３，１０４を倒れさせるような曲
げモーメントを有効に作用させることができない。したがって、車輪の回転運動に伴い窪
み部１０２の上方部分１０５に作用する遠心力によって両側方部分１０３，１０４をタイ
ヤ本体１００の中心から外周側に向かう方向に倒れさせることができないから、窪み部１
０２を狭めることができず、受圧面１０６の面積を減じることができない。
【０００７】
　このため、特許文献１に記載のものでは、タイヤ本体１００の側面に設けられた羽根１
０１が受ける飛行風圧の作用で着地前の車輪を予め回転させる際に回転速度が過剰になら
ないようにすることができず、着地時に航空機を加速させるようなショックが発生する恐
れがあるという問題点がある。
【０００８】
　このような問題点に鑑み、本出願人は、着地前の車輪を予め回転させる際に回転速度が
過剰にならないようにする機能を有する航空機タイヤを既に提案している（特許文献２参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】実開平７－３１６００号公報
【特許文献２】特許第５７６３８１８号公報
【００１０】
　特許文献２に係る航空機タイヤにおいては、飛行風圧を受ける受圧面を有する突起をタ
イヤ本体の側面に突設し、この突起を中空状としてその内部に錘を組み込み、車輪の回転
運動に伴って錘に作用する遠心力を利用して突起を変形させ、突起の受圧面の面積を減じ
ることで増速作用を減少させて車輪の回転速度が過剰にならないようにされている。
【００１１】
　しかしながら、この特許文献２に係る航空機タイヤでは、タイヤ本体の側面に突設され
る突起と、この突起とは別体の錘とを組み合わせる構成であるため、構造が複雑になり、
生産上やや困難性が生じるという問題点がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、前述のような問題点に鑑みてなされたもので、タイヤ本体の側面に突設され
る突起が受ける飛行風圧の作用で着地前の車輪を予め回転させる際に回転速度が過剰にな
らないようにする機能を簡易な構造で達成することができる航空機用タイヤを提供するこ
とを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
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【００１３】
　前記目的を達成するために、本発明による航空機用タイヤは、
　航空機の車輪の外周部分を構成するタイヤ本体と、一端側に飛行風圧を受ける受圧面を
有し前記タイヤ本体の円周方向に沿って他端側に進むに従って先細る流線形状で前記タイ
ヤ本体の側面に突設される突起とを備え、前記受圧面が受ける飛行風圧の作用により、着
地前の前記車輪を、着地滑走時に前記車輪が回転する方向と同一方向に予め回転させるよ
うにした航空機用タイヤにおいて、
　前記突起は、前記タイヤ本体の径方向に間隔を有し前記タイヤ本体の円周方向に延びる
ように前記タイヤ本体の側面上に立設される一対の脚部と、前記タイヤ本体の幅方向中心
線を基準として前記一対の脚部の水平方向位置よりも外側に重心が位置するように前記一
対の脚部によって支持される錘部と、前記タイヤ本体と前記一対の脚部と前記錘部によっ
て区画形成され、当該突起の一端から他端部に亘って延びる空洞部とを有し、前記一対の
脚部のそれぞれの一端面と前記錘部の一端面と前記空洞部の内面とによって前記受圧面を
構成し、
　前記車輪の回転運動に伴い前記錘部に作用する遠心力によって前記一対の脚部を前記タ
イヤ本体の中心から外周側に向かう方向に倒れさせて前記空洞部を狭めることで前記受圧
面の面積を減じるようにしたことを特徴とする（第１発明）。
【００１４】
　本発明において、前記突起の突出方向における前記錘部の肉厚を、前記タイヤ本体の径
方向における各脚部の厚みよりも厚くするのが好ましい（第２発明）。
【００１５】
　本発明において、前記突起に、前記空洞部と外部とを連通するように水抜き孔を設ける
のが好ましい（第３発明）。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の航空機用タイヤにおいては、突起の一端から他端部に亘って延びるように空洞
部が設けられることにより、一対の脚部の間に抵抗となるようなものがなく、一対の脚部
はタイヤ本体の中心から外周側に向かう方向に倒れ易い構造とされている。また、タイヤ
本体の幅方向中心線を基準として一対の脚部の水平方向位置よりも外側に重心が位置する
ように錘部が一対の脚部によって支持されることにより、車輪の回転運動に伴い錘部に作
用する遠心力によってタイヤ本体の中心から外周側に向かう方向に一対の脚部を倒れさせ
るような曲げモーメントをそれら脚部に対し有効に作用させることができる。こうして、
車輪の回転運動に伴い錘部に作用する遠心力によって一対の脚部をタイヤ本体の中心から
外周側に向かう方向に倒れさせて空洞部を狭めることで受圧面の面積を減じることができ
、受圧面の面積を減じることで増速作用を減少させて車輪の回転速度が過剰にならないよ
うにすることができる。このような作用効果は、タイヤ本体の側面に突設される突起を、
一対の脚部と錘部と空洞部とで構成するだけで得ることができる。したがって、タイヤ本
体の側面に突設される突起が受ける飛行風圧の作用で着地前の車輪を予め回転させる際に
回転速度が過剰にならないようにする機能を、中空状の突起とその突起とは別体の錘とを
組み合わせるようにした従来のものよりも、簡易な構造で達成することができる。
【００１７】
　ここで、突起の突出方向における錘部の肉厚を、タイヤ本体の径方向における各脚部の
厚みよりも厚くすることにより、錘部に作用する遠心力を大きくし、この遠心力によって
一対の脚部をタイヤ本体の中心から外周側に向かう方向に確実に倒れさせることができる
。
【００１８】
　ところで、突起に設けられた空洞部に例えば雨水が溜まり凍結すると、空洞部を狭める
ことができず、動作が不良になる恐れがある。そこで、突起に、空洞部と外部とを連通す
るように水抜き孔を設けることにより、例えば雨水が空洞部に溜まろうとしても、水抜き
孔を通して外部に雨水を排出することができ、動作不良を未然に防ぐことができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の一実施形態に係る航空機用タイヤを示す図で、（ａ）は航空機用タイヤ
が装着された車輪の側面図、（ｂ）は（ａ）のＡ部拡大図、（ｃ）は（ｂ）のＢ矢視図で
ある。
【図２】同航空機用タイヤを幅方向に切断したときの要部断面図で、（ａ）～（ｃ）は錘
部に作用する遠心力によって一対の脚部がタイヤ本体の中心から外周側に向かう方向に倒
れる様子を示す図である。
【図３】本発明の他の実施形態に係る航空機用タイヤを示す図で、（ａ）は航空機用タイ
ヤが装着された車輪の側面図、（ｂ）は（ａ）のＥ部拡大図、（ｃ）は（ｂ）のＦ矢視図
である。
【図４】従来技術の説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　次に、本発明による航空機用タイヤの具体的な実施の形態について、図面を参照しつつ
説明する。
【００２１】
　＜航空機の車輪の説明＞
　図１（ａ）～（ｃ）に示される航空機の車輪１は、ホイール２に航空機用タイヤ３が装
着されて構成され、図中記号Ｄ矢印で示される航空機の飛行方向に対し、着地滑走時に図
中記号Ｒ矢印方向に回転運動するものである。
【００２２】
　＜航空機用タイヤの説明＞
　航空機用タイヤ３は、車輪１の外周部分を構成するタイヤ本体４を備え、このタイヤ本
体４の外周寄りの側面に飛行風圧（図１（ａ）中記号Ｐ矢印）を受ける複数の突起５がタ
イヤ本体４と一体成形で円周方向に所定ピッチで突設されてなり、突起５が受ける飛行風
圧の作用により、着地前の車輪１を、着地滑走時の車輪１の回転方向（Ｒ矢印方向）と同
一方向に予め回転させることができるようになっている。
【００２３】
　＜突起の説明＞
　突起５は、一端側に飛行風圧を受ける受圧面１０を有しタイヤ本体４の円周方向に沿っ
て他端側に進むに従って先細るように幅が狭まるとともにタイヤ本体４の側面からの突出
高さが低くなるような流線形状に形成されている。このように流線形状とすることにより
、乱流が発生せず、異音の発生を未然に防ぐことができる。なお、流線形状部分の長さは
、本例に示したものと比較して、長くしたり、短くしたりするなど、適宜に設定すること
ができる。
【００２４】
　図１（ｂ）に示されるように、突起５は、一対の脚部１１，１２と錘部１３と空洞部１
４とを有している。
【００２５】
　＜脚部の説明＞
　一対の脚部１１，１２は、タイヤ本体４の径方向（タイヤ本体４の中心から外周側に向
かう方向）に間隔を設けてタイヤ本体４の外周寄りの側面から突出するようにその側面上
に立設されている。一対の脚部１１，１２は、タイヤ本体４の円周方向に延び、一端側か
らタイヤ本体４の円周方向に沿って他端側に進むに従って互いの間隔が狭くなるとともに
、図１（ｃ）に示されるように、タイヤ本体４の側面からの突出高さが低くなるように対
向配置されている。
【００２６】
　＜錘部の説明＞
　図２（ａ）に示されるように、錘部１３は、突起５の突出方向に先細る半楕円状あるい
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は山形状で、突起５の突出方向の肉厚が、タイヤ本体４の径方向における各脚部１１，１
２の厚みよりも十分に厚い肉厚に設定されている。これにより、錘部１３に作用する遠心
力を大きくし、この遠心力によって一対の脚部１１，１２をタイヤ本体４の中心から外周
側に向かう方向に確実に倒れさせることができる。
　この錘部１３は、タイヤ本体４の幅方向中心線Ｓを基準として一対の脚部１１，１２の
水平方向位置よりも外側に重心Ｇが位置するように一対の脚部１１，１２によって支持さ
れている。すなわち、幅方向中心線Ｓと錘部１３の重心Ｇとの水平方向距離をＸＧとし、
幅方向中心線Ｓと一対の脚部１１，１２のうちタイヤ本体４の外周側に臨ませた脚部１１
の突出高さ方向先端との水平方向距離をＸ１とし、幅方向中心線Ｓと一対の脚部１１，１
２のうちタイヤ本体４の中心側に臨ませた脚部１２の突出高さ方向先端との水平方向距離
をＸ２とすると、車輪１の回転運動に伴い錘部１３に作用する遠心力によって一対の脚部
１１，１２がタイヤ本体４の中心から外周側に向かう方向に倒れる前の図２（ａ）に示さ
れるような状態において、ＸＧ＞Ｘ２＞Ｘ１となるように、錘部１３が一対の脚部１１，
１２によって支持されている。こうして、幅方向中心線Ｓを基準として一対の脚部１１，
１２の水平方向位置よりも外側に錘部１３の重心Ｇが位置するように錘部１３が一対の脚
部１１，１２によって支持されることにより、車輪１の回転運動に伴い錘部１３に作用す
る遠心力によってタイヤ本体４の中心から外周側に向かう方向に一対の脚部１１，１２を
倒れさせるような曲げモーメントをそれら脚部１１，１２に対し有効に作用させることが
できる。
【００２７】
　＜空洞部の説明＞
　空洞部１４は、タイヤ本体４の側面と一対の脚部１１，１２と錘部１３によって区画形
成され、図１（ｂ）および（ｃ）に示されるように突起５の一端から他端部に亘って延設
されている。こうして、突起５の一端から他端部に亘って延びるように空洞部１４が設け
られることにより、一対の脚部１１，１２の間に抵抗となるようなものがなく、一対の脚
部１１，１２はタイヤ本体４の中心から外周側に向かう方向に倒れ易い構造とされている
。
【００２８】
　突起５においては、一対の脚部１１，１２のそれぞれの一端面と、錘部１３の一端面と
、空洞部１４の内面とによって受圧面１０が形成されている。
【００２９】
　＜水抜き孔の説明＞
　ところで、突起５に設けられた空洞部１４に例えば雨水が溜まり凍結すると、空洞部１
４を狭めることができず、動作が不良になる恐れがある。そこで、突起５の他端部に、空
洞部１４と外部とを連通するように水抜き孔１５が設けられている。これにより、例えば
雨水が空洞部１４に溜まろうとしても、水抜き孔１５を通して外部に雨水を排出すること
ができ、動作不良を未然に防ぐことができる。
【００３０】
　＜着陸時の車輪の回転運動の説明＞
　以上に述べたように構成される航空機用タイヤ３を装着した図１（ａ）に示される車輪
１を着陸工程において機外に張り出すと、突起５の受圧面１０が受ける飛行風圧（図中記
号Ｐ矢印）の作用により、着地前の車輪１が、着地滑走時の車輪１の回転方向（図中Ｒ矢
印方向）と同一方向に回転される。
【００３１】
　＜飛行風圧の受圧面積の変化の説明＞
　着地前の車輪１の実際の回転速度Ｖ（以下、「実回転速度Ｖ」と称する。）が、着地時
の飛行速度（例えば２５０ｋｍ／ｈ程度）に見合う回転速度に達する前のある速度域まで
は、図２（ａ）に示されるように、一対の脚部１１，１２は起立した状態であり、空洞部
１４の開口面積も最大の状態となっている。受圧面１０が受ける飛行風圧の作用により、
着地前の車輪１の実回転速度Ｖが増加していくと、錘部１３に働く遠心力が増して、図２
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（ｂ）～（ｃ）に示されるように、錘部１３がタイヤ本体４の径方向外側（タイヤ本体４
の中心から外周側に向かう方向）へと移動し、これに伴い、一対の脚部１１，１２がタイ
ヤ本体４の中心から外周側に向かう方向に倒されていき、突起の突出高さＨが低くなり（
Ｈ＞Ｈ´＞Ｈ´´）、空洞部１４が狭められて受圧面１０の面積が減じられる。こうして
、受圧面１０の面積が減じられることにより、受圧面１０が受ける飛行風圧の作用による
車輪１の増速作用を減少させて、車輪１の回転速度が過剰にならないようにすることがで
き、着地時に航空機を加速させるようなショックが発生するのを防ぐことができる。
【００３２】
　＜作用効果の説明＞
　本実施形態の航空機用タイヤ３によれば、車輪１の回転運動に伴い錘部１３に作用する
遠心力によって一対の脚部１１，１２をタイヤ本体４の中心から外周側に向かう方向に倒
れさせて空洞部１４を狭めることで受圧面１０の面積を減じることができ、受圧面１０の
面積を減じることで増速作用を減少させて車輪１の回転速度が過剰にならないようにする
ことができる。このような作用効果は、タイヤ本体４の側面に突設される突起５を、一対
の脚部１１，１２と錘部１３と空洞部１４とで構成するだけで得ることができる。したが
って、タイヤ本体４の側面に突設される突起５が受ける飛行風圧の作用で着地前の車輪１
を予め回転させる際に回転速度が過剰にならないようにする機能を、中空状の突起とその
突起とは別体の錘とを組み合わせるようにした従来のものよりも、簡易な構造で達成する
ことができる。
【００３３】
　以上、本発明の航空機用タイヤについて、一実施形態に基づいて説明したが、本発明は
上記実施形態に記載した構成に限定されるものではなく、その趣旨を逸脱しない範囲にお
いて適宜その構成を変更することができるものである。
【００３４】
　例えば、上記の実施形態においては、図１（ａ）～（ｃ）に示されるように、突起５の
受圧面１０が、突起５の他端側（図１において右側）に向けて傾斜を付してタイヤ本体４
の側面に対し鋭角をなすような態様例を示したが、これに限定されるものではなく、図３
（ａ）～（ｃ）に示されるように、突起５の受圧面１０が、タイヤ本体４の側面に対し９
０°（または略９０°）をなすような態様例もあり得る。
【産業上の利用可能性】
【００３５】
　本発明の航空機用タイヤは、タイヤ本体の側面に突設される突起が受ける飛行風圧の作
用で着地前の車輪を予め回転させる際に回転速度が過剰にならないようにする機能を簡易
な構造で達成することができるという特性を有していることから、着陸時の飛行速度が高
速な飛行機の車輪用タイヤの用途に好適に用いることができ、産業上の利用可能性が大で
ある。
【符号の説明】
【００３６】
　１　　車輪
　２　　ホイール
　３　　航空機用タイヤ
　４　　タイヤ本体
　５　　突起
　１０　受圧面
　１１，１２　脚部
　１３　　　　錘部
　１４　　　　空洞部
　１５　　　　水抜き孔
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